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ワクチンで予防できる疾患に関するサ,ベイランスの課題

*サーベイランスは感染症対策、公衆衛生試作の基本的データーである

患者発生動向調査    対象 :感染症法疾患  IASR Vol.29 No.72008の参考治療に

ある届出疾病一覧表

病原体サーベイランス     同上

血清疫学調査      予防接種法対象疾患のみ、

予算事業として行つているため小規模であり予算的に不安定、

検査に対して法的な根拠がない

海外ではサーベイランス疾患の類型として 「予防接種予防疾患」にカテゴリ‐を持ってい

る国もある

今回議論となつている疾患のうちの

ムンプス   小児科定点 (成人例は不明、重症例は不明、血清疫学なし)Vol.24(5)2003

水痘     同上 Vo125(12)2004

HB      5類 全数 (新生児 HBは不詳、血清疫学なし)Vol.270),2002

Hib      感染症法対象疾患ではない (基幹病院定点から細菌性髄膜炎としてのみ、

血清疫学なし)Vol.31(4),2010

肺炎球菌    同上 Vol.23(2),2002

HPv      子官けい癌 (感染症ではないという考え)な し

尖型コンジローマ (5類 STD定点)Vo129(9),2008

ポリオCPV9  2類 (根絶監視が目的であるため)Vol.30(7),2009

百日咳     小児科定点 (成人例は不明、血清疫学調査有り)Vol.29(3),2008

*麻疹     排除 eliminationが 国の日標であるにもかかわらず (大臣告示)5類全

数であるため検査が確実に行われず、症例の確認が出来ない。 Vol.31(2),2010

排除の確認はわが国では不可能であり、国際標準からはずれる

*風疹も同様 Vol.27(0,2006

*ジフテリア 2類感染症、血清疫学有り Vol.27(12),2006

*破傷風 5類全数把握、血清疫学有り Vol.30(3),2009

*日 本脳炎 4類全数把握 血清疫学有り、ブタ調査有り Vol.30(6),2009

*結核   2類 全数把握、血清疫学なし Vol.27(10),2006.
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表 1.感 染症法
将農ぶ

く届 出疾病 (2008年 5月 12日 ―一部改正施行 )

症発生動向調査実施要綱」による)

全数把握の対象

エボラ出血熱*、 クリミア・コンゴ出血熱*、 痘そう*、 南米出血熱*、 ペス ト*、 マールブルグ病*、 ラッサ熱*

(病原体がコロナウイルス属SARSコ ロナウイルス
急性灰白髄炎*、 結核*、

であるものに限る)*、

ジフテリア*、 重症急性呼吸器症候群

鳥インフルエンザ (H5Nl)*

Lレ ラ*、 細菌柱赤痢*、 腸管出血性大腸菌盛墾 腸チフス*、 パラチフス*

醸澤顧百て診断後直ちに届出)

E型肝炎*、 ウエストナィャ熱

`ウ

エストナイル脳炎を含む)*、 A響肝炎、
、こ

キ
4ア ここ彙琴ゝず蓄ン

ヽ

リフ トバ レー熱*、 類鼻遺*、 レジオネラ症*、 レプ トスピラ症*、 ロッキー山紅斑熱*

頁感染症 (全数)(診断から7日 以四に油

“

ノ

アメーバ赤痢*、 ウイルス性肝炎 (E型肝炎スびA型F本をぃく≧、急性脳炎 (ウ エス トナイル脳炎、

台命う瑞褒1｀ 鷹斯i麒 |ノ資訂蟄奪翼勢条i、

蒻 鶴墓r纏讚ろeL慾下じグ
逸

農模慕よ1月考鰐 産`護契響征髄膜炎ヽ先天性風しん症候群ヽ梅
耐性黄色ブ ドウ球菌感染症*、 バンコマイシン耐性腸球菌感染症*、 風しん*、 麻 しん*

インフルエン

新型インフルエンザ* 再興型インフルエンザ*

2.定点把握の対象

3. t>74 2:z77Al:45 的疫学 査結果の報 の対象

*は病原体サーベイランスの対象となる疾病

躙
鍮

=自
げハチ

“
基樹綸諧二Ⅲ

“

五類感染症 (定点)

インフルエンザ定点 (週単位で報告):イ ンフルエンザ (鳥インフルエンザおよび新型インフルエンザ等

感染症を除 く)*

小児科定点 (週単位で報告):RSウ イルス感染症、咽頭結膜熱*、 A群溶血性 レンサ球菌咽頭炎*、

感染性胃腸炎*、 水痘、手足口病*、 伝染性紅斑、突発性発しん、百日咳*、 ヘルパンギーナ*、 流行性耳下腺炎*

眼科定点 (週単位で報告):急性出血性結膜炎*、 流行性角結膜炎*

染症定点 (月 単位で報告):性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、

淋菌感染症

基幹定点 (週単位で報告):ク ラミジア肺炎 (オ ウム病を除く)、 細菌性髄膜炎 (髄膜炎菌性髄膜炎を除く)*、

マイコプラズマ肺炎、無菌性髄膜炎*

基幹定点 (月 単位で報告):ペニシリン耐性肺炎球菌感染症、メチシリン耐性黄色ブ ドウ球菌感染症、

薬剤耐性緑膿菌感染症

法第 14条第 1項に規定する厚生労働省令で定める疑似症

:摂氏 38度以上の発熱及び呼吸器症状 (明 らかな外傷
疑似症定点 (診断後直ちに報告、オンライン報告可)

又は器質的疾患に起因すうものを除く)、 発熱及び発疹又は水疱

鳥インフルエンザ (H5Nl)
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遺症を残す。飛沐感染,ま たは唾液との直接

接触により感染する。潜伏期は通常16～ 18日 間で,発

症数日前から耳下眼腫llEが消失するまでの間は感染性

を有する。不顕性感染も多 く,患者だけでなく不顕性

感染者もウイルスを排泄し,感染源となりうる。

耳下腺睡脹があれば,診 iiiIが容易であるため,ウ イ

ルス分離検査が行われることは少ない。しかし,耳下

腺腫脹を来たさずに無菌性髄膜炎を発症することもあ

り=エ ンテロウイルスなど他の病原体との艦別のため
,

血清診断やウイルス分離が必要とされる。

流行性耳下腺炎患者 :図 1に感染症発生動向調査に

よる小児科定点からの流行性耳下腺炎患者報告数を示

す。これまで1982～ 83,1985～ 86,1988～ 89年 と3～

4年月期で流行がみられていたが,1989年 4月 から定

期接種として麻しんワクチンの代わりに解 しん・おた

ふくかぜ・風しん混合 (measles・ mul■lps・ rubella:

MMR)ワ クチンを選択することが可能 となり〕1990

園2 流行性革丁縦炎患僣の年鈴分布,1913～ 200211

o■     _●l     l・D     い     リ
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年～1993年 前半までは定点当たり患者報告数 1.0未満

の低価で推移した。しかし,MMRワ クチンは接種後

の無菌性髄膜炎の多発により1993年 4月 に接年が中

止された (本月報 Vol.15,No_9参 照)。 その後,1993

年後半～1991年 ,1996～ 98年 と再び流行がみられキが t

2.0を超える大きな流行とはならなかつた。2000年後半

より患者数が増加 し,2001年第23週をビークに2.0を

超える大きな流行 となり,2002年 前半まで 1.0以 _Lで

推移 した。2002年第35週以降,2003年第 13過現在まで

は1.0未満で推移している。定点医療機関からの年間

患者報告数は,2000年 132,877人 (定点当たり44.62),

2001年 254,711人 (8437),2002年 1321663人 (FDO.32)で

ある。厚生労働省研究班によれば,全国での罹態者の

推計は2000年 117万人 (95%信頼区間 :111～ 124万人),

2001年 226万 人 (215～ 236万人)と されている [永井

正規 r感染症発生動向調査に基づ く流行の警報・注意

報おょび全国年間罹患数の推計～その 3-(平 成 15

年 3月 )1`平成 14年度厚生科学研究,主任研究者 :脚

圏3.年
=椰

遊「it鮮 )'渡{111耳下操炎懇青発生状況,

20110～ 1002年

口  0'～
自 000-
gO。 (,‐ .

国 蛉 。～

■ 1"0~
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厚生芳機輩食品係縫部,検隻所,感染性腸炎研究奎。

<特集>流行性耳下腺炎 (おたふくかぜ)1993～ 2002年

流行性耳下腺炎は,′
くラミクソウイメレス科  図1 流行性耳F難炎患者繊着数の推移.1982年第1理～1003年■13避

のムンプスウイルスによる感染症で,耳下呼 :3i:L   11   1
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図■.ム ンプスウイルス検出報告数のlf_移 )1993～ 2002年

(痢原微生物検出情報 :2003年 3月 25日 現iF報告数)

2(104)病原微生物検出情報 Vdi24 No.5(2003.5)

(特集つづき)
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報告患者の年齢は (11ベ ージ図 2),1993年 から 2,

3,4歳の各年齢が若干増加 し (本月報 V。 1・ 15:｀。.9

参照),1996年以降は 4歳以下の占める割合が45～ 47

%と ,大きく変わつていない。 0歳は少なく,年難 と

ともに増加し4厳が最も多い。続いて 5蒸 ,3成の順

に多く,3～ 6歳で約60%考 占めている。

地域別患者報告数は,1964年流行時は九州 。沖縄地

方で多 く,1996～98年の流行で :ま ,1996年 に北海道 ,

東海・北陸地方で,1997年 には31き 続き東海・北睦地

方と九州 。沖縄地方へと広がり,1998年 は東北′中圏・

四国地方へと広がつた,2000～ 2002年 の訪1行 では

(前夫―ジ図 3),2000年 はtiJll熙 ,熊本県で多く,2001

年には九州全域 と沖縄県,北陸 “信越地方を中心に増

加し,福井県 (222.27)、 石lll曝 (213.00)で 特に多かつ

た。2002年 には東北地方で増加がみられた。

ムンプスウイルス検出数 :1993年 1月 t2002年 12月

の地方衛生研究所からのムンプスウイルス検出報告は

1,728例 であつた (2003年 3月 25日現在報告数)。 ワ

クチン関連例49を 除 く1,679例 の診断名男1月 別検ξ機数

を図 4に示 した。臨床診断名は流行性耳下糠炎が

778例 ,無菌性髄饒炎が549例であつた。無薗性髄膜炎

患者からのムンプスウイルス検出数をみるとt1999,

2000年 にそれぞれ34,56件報告され,2001年 は110件

に増加した。200211は 71件の報告であつたo2(〕02年

は前年に比べ流行性耳下腺炎患者からの検出が増力
"し

ている。1)679例の検出材料は,咽頭ぬぐい液1,086,髄

液620,尿 6,薫便 3)喀瑛 1で ,咽頭ぬぐい液からの

検出が過半数を占めていた (異なる材料から重複して

検出された例を合む)。 診断名別にみると,洒E行性耳

下腺炎例では咽頭ぬぐい液729,瞳液83な ど,無蘭性

髄膜炎では髄液455,p園撃ぬぐい液119な どで,臨床診

断名により材料は大きく異なっていたo

おたふくかぜワクチン :日 本では1981年から任意接

種として開始された。当初用いられていた占部株が無

菌性髄膜炎の多発により使用されなくなり,現在 :ま 鳥

居:塁野,富原株が使用されている。抗体賜転率は90

～98%で ある (本号 3ペ ージ参照)。 ワクチン接糧後

無菌性髄腹炎の合併は現在わ力r国では 2～ 12万人に 1

人であるが,ム ンプスウイルス自然感染時の髄膜炎合

“
ワクチン機理

'1を

称く

徴生物検出情報 :2003年 3月 25日 現iF報告数)

Oi率は約4～ 6%であり,髄膜脳炎の合併も認められ

るぃ米国では,自然感染による髄餓 炎はワタチン導

入によりその報告は稀となっている。また,喜多村ら

の2001年全国調査によると,自 然感染に合併する急性

高度難聴は年間推予[650名 (95%信頼区間 :540～ 760)

であり (本号 5ペ ージ参照),日村は両側性高度感音

性難聴を合併し1人三二中耳挿入術を必要 とした症frllを

報告している (本号 5ペ ージ参照)。 多 くの難聴例が

改善困難であることから,早急なワクチン接種率の向

上が望まれる。わが国のおたふくかぜワクチン生産量

は,当初 より年間約40万人分であり,麻 しんワクチン

定期接種時にMMRワ クチンの選択が可能になつた

1989～ 1993年 も生産量は等わらず,1997～ 2000年は40

～50万人分が生産されている。麻しんワクチンの生

産量が年間約140万人分であることから,約 1/3っ接

種率であることが予想される。平岩 らによると,戸田

市の 3歳児健診時ワクチン実施率は30%前後である

(本号 4ベージ参照)。 感染症流行予測調査によると定

期接種時の MMRワ クチン選択率は約20～30%であ

り,19錦～1998年 の接種率は現在の約 2倍弱であつた

ことが推定される。MMRワ クチン接極世代が流行

の中心年齢であつた1990年代の患者数は前後の時期

に比 して少なく,ワ クチン接種率の上昇が流行抑制に

貢献していたと考えられる。

ムンプスウイルスの変異 :2000～2002年に自然感染

患者から分離されたムンプスウイルス株は1989年 以

前の国内分離権 とは別の遺伝子亜型であり,抗原性が

変わりつつある。しかし,ワ クチン株 と2002年に分離

された株間に中和抗原の違い:ま なく (本号 7ペ ージ参

照),流行株の抗原性の変興は起こつていろが,現行

のワクチン株で現在の流行株の感染予防は可能である

と考えられている (本号 3ベ ージ参照)。 このような

遺伝子亜型の入れ替わりは世界規模で起きているため,

今後も調査継続が必要である。

現在のヮクチン接種率は MN/1Rワ クチン導入前と

同等であることが予想され,霧び MMRワ クチン導

入前の流行状況に適戻 りすることも予想される。流行

性耳下腺炎は一般的に予後良好であるが,無薗性髄農

炎合併率の高き,高度難聴合併例を考えると,ワ クチ

ンによる予賄力r早急に必要な疾患である。

ぎ
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<特集>水痘 1982～2004

水疸―帯状疱疹ウイルス (VZV)は ,ヘルペスウイ

ルス科α亜科に属する.DNAウ イルスで初感染時に水

痘として高率に発症する。その後,終生その宿主の知

覚神経節に潜伏感染し,免疫抑制状態あるいは高齢化

に伴つて再活性化し帯状疱疹を発症する。水痘は通常 ,

小児期に好発する予後良好な疾患であるが,細菌の二

次感染 (敗血症を合む),髄膜脳炎,小脳失調,肺炎 ,

肝炎などの合併症がある。成人あるいは妊婦が発症す

ると重症となる場合が多い。有効な抗ウイルス薬が開

発され予後は改善したものの,現在においても免疫抑

制状態下に発症すると時に致死的である。感染力は極

めて強 く,飛沫,空気,接触で運ばれたウイルスは上

気道から侵入し,ウ イルス血症を経て,約 2週間の潜

伏期の後,躯幹を中心に全身に皮疹が出現する。皮疹

は紅斑から丘疹,水疱へと急速に進展し,そ の後癒皮

化する。急性期にはこれらす人ての段階の皮疹が混在

することが特徴であり,すべての皮疹が痴皮化するま

で感染力を有する。特徴的な皮疹により診断が容易で

あるため,ウ イルス分離検査が行われることは少ない

が,免疫抑制状態あるいは成人で発症 した場合は通常

の経過 とは異なる病態をとる場合があり,ウ イルス分

離を合めた病原体診断が必要である。

水痘患者発生状況 :図 1に感染症発生動向調査によ

る小児科定点あたりの水痘患者報告数を示す。1988年

図 2.水疸患者の年齢分布,1982～ 2003年 (感 染屁発生動向調査)..

曰 1.水疸患者報告数の推移 .1982年第1週～2004年簾49週
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以降わずかながら患者数の減少が認められたが,2000

年275,036人 (定点当たり92.36人 ),2001年 271,409人

(39.90人 ),2002年263,308人 (86.73人 ),2003年 250,561

人 (82.39人 ),20∝年第 1～49週現在220,543人 (72.59

人)で毎年ほぼ一定である。

報告患者の年齢は (図 2),過去20年間いずれの年も

10歳未満が95%以上を占める。 5～ 9歳の割合が徐々

に減少し,1～ 4歳の割合が増加 していたが,1995年

以降はほぼ一定で,最近は5歳以下が約90%を 占める,

o歳 は過去20年間約10%弱でほぼ一定の割合である。

年齢Bllで は 1歳～ 4歳まではほぼ同率で,0歳と5歳

はそれよりやや少ない。

図 3に 小児人口 (0～ 9歳)と 水痘および客発性発

疹の定点あたり患者報告数を示した。突発性発疹の患

者発生率は年度変化がなくほぼ一定で,季節的な変動

もないことから,比較対照疾患として感染症発生動向

調査開始時点から調査対象に加えられている。小児人

口の減少に伴い1突発性発疹の患者報告数は減少して

目3.小児入0(9繊以下)と水壼および突発性発疹患者報告数の推移,

1982-2003年
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韓国,カ ナダ,オ ーストラリア,フ インランドなどが

あり (本号13ページ参照),定期接種を導入した国に

ぉぃては,水痘罹患例のみならず,入院例の著明な減

少,水痘関連の医療費,死亡率の低下が認められてい

る (本号5ベージ参照)。 一方,わが国の水痘ワクチ

ン生産量は表 1に示すとおり,1987年 に任意接種とし

て 1歳以上にワクチンが導入された当初より年間約

20～ 30万人分であり,麻疹ワクチン生産量の約1/4で

ある。接種率は25～30%程度と考えられる (本号 5

ページ参照)。

現在の問題点 :堺市と金沢市での調査では,保育園

児における接種率は7.6～ 13%程度と低 く,ひ とたび

集国内で患者が出ると,ワ クチン接種を受ける年齢に

達していない0歳児クラスを含めた大規模な園内流行

に繋がつている (本号 7～ 10ベージ参照)。 保育園欠

席の平均日数は約 1週間,保護者が仕事を休んで看護

にあたることによる負担が示されている (本号 9ペー

ジ参照)。 島根県出雲市での調査に基づくと,直接医

療費と家族看護に関する費用の総額 (疾病負担)は ,

日本全体の年間患者数を34万人とすると,全国でおよ

そ439億円と推定され,2003年度の麻疹に係る疾病負

担の約 5倍であつた (本号14ページ参照)。 疾病負担

の約 8割は家族看護の費用であるが,こ れらを合めた

罹患に伴う費用/予防接種に関する費用の比率は,平

均4.4～ 5.9と 高い数値を示している (本号14ページ参

照).水痘患者の院内発生は毎年起こつており,成人

の抗体保有率は約95%と 高いが (本号11ページ参照),

医療従事者が感受性者である場合の影響は大きい。院

内発生時の感染対策に要する労力と費用,免疫不全者

に二次感染が起こつた場合の影響を考えると,医療従

事者に対するワクチン接種も重要である (本号11ペー

ジ参照)。｀
今後の対策 :現在のわが国におけるワクチン接種率

は流行を抑制するには不十分であり,全国約3,000の小

児科定点からの患者報告だけでも毎年20万人を超え

ている。既に定期接種に導入されている国々において

重症例の著明な減少が報告されていることに加え,今

年,米国と欧州の研究者の組織 Euro Varで も欧州に

おける定期接種化にむけた合意がまとまったことは,

今後わが国の対策を考える上でも重要と考える。医療

経済学的効果も示されており,現在の流行規模の大き

さ,重症例の実態を考慮すると,ワ クチン接種率を上

昇させることが必要である。しかし,接種率が不十分

であると患者年齢の上昇に繋がるため,高い接種率を

達成する必要がある。移植医療の進歩に伴い免疫抑制

剤投与中の患者が増加し,腎疾患や自己免疫疾患等の

治療にステロイド剤の投与を受けている患者も少なく

ない。基礎疾患のためにワクチンを受けることができ

ない者の水痘罹患予防には,流行そのものを抑制する

以外方法はなく:ワ クチン接種率の向上が求められる。
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いたが,1999年 の感染症法施行以降,定点を小児科中

心あ医療機関に変更したことから,わずかながら患者

報告数の増加が認められる。水痘は年別に患者報告数

の増減はあるものの,突発性発疹と同様に小児人口の

減少とともに患者報告数は減少傾向にあり,感染症法

施行以降に患者報告数が増加している。また,水痘は

毎年,突発性発疹の約 2倍の患者数が報告されている。|

週別患者報告数は,毎年,第 25週頃から減少し,第

36～ 38週頃が最も少なく,第45週頃から増加するとしさ

う一定の傾向が認められる。地域別にみると (3ペー

ジ図4),北海道 `東北・北陸では2峰性の流行パター

ンを示すのに対し,関東以南の地域においては,ピー

クがはっきりしないなあるいは1雌の流行パターン

を示したo九州・沖縄では 1峰性でかつ患者が多い時

期 と少ない時期の報告数の差が他の地域に比して大き

かった。

vzV検出数 :1982年 1月 ～2004年 10月 の地方衛生

研究所 (地研)からの VZV検出報告は737例であつ

た (2004年 10月 25日現在報告数)。 水痘は病原体サー

ベイランスの対象になっていないため,地研からの報

告は研究 レベルでの検査による。水痘ワクチン導入前

は年間50～ 100前後の分離報告があつたが,そ の後減

少し,最近では年間 6～ 11例にとどまつており,検出

方法もPCRが ほとんどである。

水痘ワクチン :世界に先駆けて高橋らによつて開発

された岡株水痘ワクチンは (本号 3ベージ参照),世

界保健機関 (WHO)に よつて安全性,有効性 ともに

もつとも望ましい水痘ワクチンであると認められ,多

くの国で 1歳以上の小児に接種されている (本号 13

ベージ参照)。 自然罹患の水痘を予防することはその

後の帯状疱疹の発生率を減少させることが予想される。

さらに2004年 にワクチンの適用が拡大され,水痘特異

的細胞性免疫を高めることにより,高齢者の帯状疱疹

の予防に用いることも期待されている。ワクチン 1回

接種後の抗体陽転率は,健康小児で95%以上)自 血病

患児で90%以上と高 く,水痘ワクチンの有効率につい

ては,軽症まで合めると80～85%,中等度および重症

者でみると95～100%と されている (本号 3●―ジ参

照)。 接種後の副反応は,ゼラチンが含有されていた

頃はアレルギー反応が散見されたが,除去後は極めて

稀である。免疫不全者に接種 した場合,接種 2～ 3週

間後に水疱が出現する場合がある。すべての子供に予

防接種を推奨している国は,2004年時点で米国以外に

G

○

…6-



ISSN 0915-5813

載
）

本誌に掲載された統計資料は,1)r感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律Jに基づく感染症発生動向調査によって報

告された,患者発生および病辱体検出に関す_|デー
.2_・ 2と

'生

すに図
=る

国 払生?zi′ に由来する。データは次の諸機関の協力によ

5桑浜ぎお17孫憂所,地方衛生研究所,厚生労働省食品安全部,検疫所,感染性腸炎研究会。

<特集>B型肝炎 2006年 7月現在

図1.診断月別l急性B型肝炎患者報告数,2002年 1月 ～2006年7月
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B型肝炎は,ヘパ ドナウイルス科 (Httαど屁αυJ減ねa)

に属するB型肝炎ウイルス (HBV)の感染に起因す

る。Ё型肝炎には,初感染によって発症 した急性肝炎 ,

HBV持続感染者から発症 した急性増悪,ま た慢性肝

炎などがある。持続感染者のうち10～ 15%が慢性肝

疾患 (慢性肝炎,肝硬変
`肝

癌)を発症する.成人で

の初感染の場合,多 くは一過性の感染で自覚症状がな

いまま治癒 し,20～30%の感染者が急性肝炎を発症す

る。この場合,稀に劇症化する場合がある.HBVは ,

主として HBV感染者の血液を介して感染する。また

精液などの体液を介して感染することもある。

現在,HBVは 8種類の遺伝子型 (A～H型)に分類

されているが,こ の選伝子型には地域特異性があるこ

と,ま た慢性化率など臨床経過に違いがあることが知

られている。欧米型であり,他に比べ慢性化しやすい

遺伝子型 Aの感染者が近年わが国でも増加 している

ことは注視すべき傾向である (本号 3ベージ&7ペー

ジ参照)。

2003年 H月 の感染症法の改正に伴い,急性 B型肝

炎は,感染症発生動向調査における全数把握の 5類感

染症である「ウイルス性肝炎 (E型肝炎及びA型肝

炎を除 く)」 に分類された。診断した医師は,7日 以

内の届出が義務付けられている。2006年 4月 に,届出

基準と届出票が改正されている (http:〃 www.mhlw.

推定感染地
E〕 不明

%国外

■ 曰内

2004

I 4 7Fl
I

a)O6 +
(感染症発生動向調査 :2006年8月 ‖日現在報告飲)

gO.jp/bunya/kenkOu/kekkaku‐ kansenshou l 1/01‐

05‐02.html参 照)。 HBV感染の一次スクリーニング

法としてはHBs抗原の検出が広 く用いられている.

HBs抗原測定法には,凝集法,イ ムノクロマト法,EIA

(Enzymelmmuno Assay)/CLIA(Chemiluminescelt

lmmuno Assay)/CLEIAIChemiluminescent Enzyme

lmmuno Assay)法があるが,測定原理の違いにより

検出感度が異なることから,検査目的に応した検査方

法および試薬を選択することが必要である (本号 5ペー

ジ参照)。

年別および月別発生状況 :2002年 以降,急性 B型肝

炎と診断され報告された患者数は,2002年 333例,2003

年244例 ,2004年 243例 !2005年 208例 ,2006年 1～ 7

月107例である。1999年は約500例 ,2000年 は約400例 :

2001年 は約300例 であり (lASR 23:163-164,2002

参照),2003年 まで減少傾向が認められたが,それ以

降はほぼ横ばいに転じている。月別の報告数に一定の

傾向は認められず,季節変動は大きくない (図 1)。

推定感染地 :2002年～2006年 7月 に診断された1,135

例のうち国内感染例が983例 (87%)であり,各年と

も大多数は国内感染例である。国外感染例も85例 (7

%)報告されている (図 1).

2006年 4月 改正前の患者届出票では国内の感染地

域は報告されていないため,国内例の都道府県別報告

(2ペ ージにつづく)
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